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「まちづくり」と商業研究の方向
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和の町」関連の仕事に特化した事業部をつくるために「豊後高田観光まちづ
くり㈱」が設立された。豊後高田市と豊後高田商工会議所，地元の金融機関，
地元の民間企業が株主であり，「昭和の町」の振興，「昭和ロマン蔵」の運営，
観光の振興を行う会社である。
しかし当初から順風満帆にことがすすんでいたわけではない。「昭和の町」
オープン当時は，7店舗しかこの事業に参加していなかった。それがマスコミ
に取り上げられて観光客が増加し始めてから，徐々に事業への参加店舗が増
加した。2003年には18店舗に増え，2011年には35店舗が事業に参加している。
観光客は事業開始から比較すると大きく伸び，2001年の25712人から2009
年には333489人となった（下図）。これにともなって「昭和の町」区域内に
新たに出店する店舗も現れてきた。そして2007年に中心市街地活性化基本計
画が内閣総理大臣の認定を受けた。また2009年には「昭和の町」が第31回サ
ントリー地域文化賞を受賞している。
観光まちづくり㈱という名称からわかるように，「昭和の町」は観光客を
呼び込むことで商店街を活性化しようとするものである。そしてその観光客
の呼び水の一つが古い風情のある「街並み」の形成である。まさにファサー
ドの形成が買物目的以外の人間を呼び集め，買物需要を生み出しているので
昭和の町 観光客の推移
出所：豊後高田市観光まちづくり株式会社資料
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ある。この場合，来街の目的が観光となる。
こういった事情であるため，従来の近隣からの買物客は増大してはいない
と思われる。「昭和の町」から約1㎞ほどのところに全国チェーンのセルフ
サービス型大型店があり，近隣住民やあるいは「昭和の町」の住民も最寄品
についてはこちらで買物をすることが多い。
「昭和の町」に新たに出店した店舗もあるが，最寄品の販売店ではなく，
多くが観光客を対象とした飲食店である。普通の買回り品の小売店も増加し
てはいない。豊後高田市の中心市街地活性化基本計画では，「昭和の町」を
活性化の基本に位置づけるとともに，近隣住民の買物のために「昭和の町」
から川を渡って続いている別の商店街の活性化を視野に入れている。こちら
で近隣住民のための商店街を形成する意向である。しかし現時点ではこうし
た地域密着型の商店街の再開発は未だに手つかずの状態である。
以上のようなことからわかることは，石原氏の指摘のようにファサードを
連続させることでつくられた「街並み」は確かに買物目的以外の人を呼び集
めていることである。周辺地区全体の人口が減少している豊後高田市のよう
な事例では，もともとの商圏内の需要が減少しているため，遠隔地からの観
光客がもたらす需要を作り出すことになったといえよう。また逆にこうした
商店街を観光地化する試みで，地域全体を活性化し，人口増や所得増をもた
らすことまで期待していると思われる。
現時点では未だ「昭和の町」を形成している商店街が活性化してきている
だけで，それ以外の商店街は衰退傾向にある。ただ「昭和の町」は確かにファ
サードの連続による「街並み」によって活性化してきているといえよう。し
かしこれは買い回り品を取り扱う商店街ではない。衣料品や日用雑貨が売れ
るようになったのではない。観光客が欲するものが，つまり土産物になる地
域の特産品や昭和を感じさせる玩具などが売られているのである。たしかに
それは需要の創造ではある。しかしそれは売買の集中を効果的に行ったこと
によるものとは考えられない。通常の社会的再生産の中で効率的に「販売そ
のものの偶然性」を除去していくことで商業資本は自立するが，観光客によっ
て買われるものが，通常の社会的再生産の中に入っているのかは疑問である。
したがってこうした商店街を観光地化することによって活性化する商店街は
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「まちづくり」の中に含まれるのだが，それは商業論の延長線上で説かれる
たぐいのものではないと考える47。
また上述したが地元の住民は日常の買物を「昭和の町」で行っていないこ
とが多いようである。セルフサービス型の大型店で買物がなされている。つ
まり「昭和の町」と大型店は直接的な競合関係にはないと考えてよい。その
点でも石原氏が考えた想定とは異なっている。
豊後高田「昭和の町」は特殊な事例ではある。かつては商店街が大型店に
よって影響を受けたが，それだけではなく地域の人口が減少していること，
地域全体が衰退していることが商店街を衰退させている。ここでは対面販売
対セルフサービス，中心市街地対郊外といった図式だけが商店街衰退の決定
的な要因となっていない。したがって商店街の振興は，ただの商店街のみの
振興ではなく，豊後高田市の振興計画の中にあるのである。そのため住民参
加型の「まちづくり」ではない。
高齢化が進行していることで，地域のコミュニティはかつての状態ではな
いと考えてよいであろう。しかし豊後高田「昭和の町」はコミュニティの基
点となることを期待されていはいない。観光客という不特定多数の人間に対
面販売を行っているのである。
ただこうした事例は商店街の再開発に限らなければ多いといえる。地域振
興を目的とする再開発は成功，失敗を問わず多数ある。地域ブランドを形成
しようとする動きも多い。豊後高田市の場合は地域振興の核となる産業が小
売業であったということである。地域ブランドは，域外に商品を販売して所
得を獲得することが目指されているといってよい48。豊後高田市は移出する
47 拙稿「商業研究と『まちづくり』」宇野・吉村・大野編，前掲書，43～62頁
48 地域ブランドとともに地産地消が語られることが多い。地産地消は域外に商品を販売し
て所得を獲得することを目指していはいない。その点で全ての地域ブランドが域外からの
所得の獲得を目指しているとはいえないかもしれない。しかし基本的には地域ブランド化
した商品は域外へ売るために，まず域内で消費するという考えがあり，もし域外に販売し
ないのならば，そもそもブランド化する意味はない。また地産地消は地域ブランドとは逆
に域外への所得の流出を妨げるために主張されているともいえる。たとえば下平尾勲「地
産地消の考え方と方向」下平尾勲，伊東維年，柳井雅也『地産地消―豊かで活力のある地
域経済への道標』日本評論社，2009年。
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産業が弱かったために，商店街を観光地化することで観光産業を移出産業に
育てようとしたのである。「まちづくり」を地域振興の中心に据えたところ
に豊後高田市の特殊性がある。
「まちづくり」が必要とされる自治体は必ずしも大都市部に限られてはい
ない。豊後高田市のようには中心には据えないまでも，衰退する地域全体を
振興する目的の中に「まちづくり」が含まれていることが多い。こうした「ま
ちづくり」は地域ブランドや地産地消と同様に，所得の獲得や所得の流出防
止を目的に考えられていえるといえよう。むしろ「まちづくり」が必要とさ
れているのは大都市部ではなく，こうした地域政策が必要とされている自治
体であるように思われる。
そう考えると商業論・流通論を延長することで説く商店街のための「まち
づくり」は，むしろ一般的な事例ではないとも言えよう。石原氏の見解は売
買の集中から商業集積の必要性を説く論理にはなっており，それが商店街の
形をとることで街並みを形成し，効果的に売買の集中を実現するというもの
である。むしろ石原説の優れた点は多くの「まちづくり」から商店街問題を
切り離したことにあったともいえる。
むすびにかえて
商店街の必要性を対面販売と消費者への近接性に求める議論は，前提とし
て郊外のセルフサービス型大型店を競争相手とみている。しかし郊外であれ
ばセルフサービスであるというものではなく，またショッピングセンターを
大型店とするかどうかは議論の余地はあろうが個々の店舗は決して大型店で
はないこともある。必ずしも対面販売は商店街の中の中小小売店にのみ存在
するものではないのである。また逆にコンビニエンス・ストアを中小小売店
とするかも議論の余地はあるだろうが，大手のフランチャイズ・チェーンで
も近接性は保持できるのである。したがってこの点では商店街の必要性を説
くことは難しいと思われる。
対面販売で商品以外の情報がやり取りされることで，コミュニティが形成
されるとする見解は，やはり商店街にのみ与えられたものではないことを否
「まちづくり」と商業研究の方向
―41―
定できてはいない。人間社会にコミュニティは必要であることに異論はない
が，その中で売買を通じて行われるものが重要であるとはいえないであろう。
むしろ商店街に来る人間の地理的範囲でコミュニティを想定するには，あま
りに人間の数が多すぎるのではないかと考える。やはりコミュニティの形成
をもってしても商店街の必要性は解けないと思われる。
やはり石原氏や加藤氏が述べている方向性，流通論・商業論を延長する方
向で議論する以外に流通・商業研究者が商店街について語ることは難しいと
考える。しかしこれとても「まちづくり」という点では，多くを語ることは
できない。「まちづくり」は商店街振興という点で現れたかもしれないが，
それは目的ではなく，地域振興という目的を遂行する手段の一部となってい
る場合が多いからである。そしてむしろ石原氏が述べたファサードの連続に
よる街並み形成が売買の集中を効果的に生み出すのは，比較的「まちづくり」
が必要とされていない商店街である。一方で集客の減少が著しい近隣型の商
店街では「まちづくり」が必要とされているにもかかわらず，主に最寄品が
取り扱われるため，集客は街並みによってはもたらされない。
また70年代から80年代にかけて商店街はどのように位置づけられていたの
かについて，新雅史氏は「自民党に圧力をかける既得権益層と見なされた」
と評される状態になったことを商店街組織の成り立ちから説明している49。
新氏の状況認識が全面的に正しいかは疑問の余地はあろうが，少なくとも商
店街に多額の税金を投下してまで守るに値すると考えている消費者は多くは
いないだろう。消費者は単に価格が安いというだけでセルフサービスに向
かったのではないという指摘もある。対面販売の必要性を感じなかったので
ある。その中でコミュニティの欠落を問題視することは難しい。
速水健朗氏は多少異なった意味でコミュニティという用語を使って，
ショッピングモールにあるコミュニティ機能について語っている50。1960年
49 新雅史『商店街はなぜ滅びるのか』光文社新書，2012年。新氏は商店街を商業集積であ
ることだけでなく，組織として取り扱っている点で特徴的である。そのため商店街は人工
的につくられたものとしている。しかし売買の集中を具現化するという点では組織が組ま
れることではなく，商業集積が成立することこそが商店街として意味がある。
50 速水氏は1960年代から郊外型ショッピングモールが公共性を帯びて行ったと述べている。
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代にはアメリカですでにショッピングモールの画一性が批判されていたが，
その後もショッピングモールは公共空間として消費者を引き付け続けてきた
と述べられている。ここで述べられていることは脆弱なコミュニティであっ
ても郊外に住むことが好きな人びとが多数いたということである51。この意
味でもコミュニティの形成を中心に商店街を活性化することは難しいと思わ
れる。
現実に進行している「まちづくり」は多様である。多くの場合それは商店
街振興そのものを対象にしてはいない。また住民参加が叫ばれるのはコミュ
ニティの解体が問題視されるというより，自治体主導の開発が問題視されて
いることと関連があるといえるだろう。こう考えると流通・商業研究から「ま
ちづくり」に対して発言できることは少ない。
しかし流通論・商業論の研究者が商店街について何も語れなくなったわけ
ではないであろう。商店街が商業集積の一つの種類であり，地域商業の一つ
のかたちであると考えると，商業集積間の競争のダイナミズムなどの研究す
る題材は多いのである。
郊外のニュータウンに住む中流階級の脆弱な共同体のための公共空間として機能すること
を，コミュニティ機能と述べている（速水健朗『都市と消費とディズニーの夢―ショッピ
ングモーライゼーションの時代』角川ONEテーマ21，2012年，129～132頁）。
51 速水氏によると，60年代当時の知識階級（保守派）は郊外に住むことが好きな人びとを
理解できず，「すっかり公共空間としての機能を失い荒廃していたダウンタウンを，『文化
の砦』として『賛美しつづけていた』」のである（同上，132頁）。
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